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次期中間処理施設整備事業「地域振興策」に関する意見等

印西地区環境整備事業組合 

次期中間処理施設整備事業 

地域振興策検討委員会 委員長 福川 裕一 様 

意 見 

平成 27年 6月 27日提出 

委員名 渡邊 忠明 

１． 資料、情報の提供は１週間前、遅くとも４、５日前に 

今回は、直前でほかの用件と重なり１時間も拝見できず意見を論理的に整理する時間 

がなく、表現も乱暴とならざるを得なかった。 

見映えより中味の重視を。 

２． 地域振興策検討材料としての地元の情報を 

地域に根差した振興策は地域の構造の把握から生まれる。 

地区の年齢構成、就業構造（地元で働く、地区外で働き地区では寝食のみ等々の構造） 

営農実態（作目の種類とその面積、従事者数）、商業等他の産業の有無は？等々。 

 要するに「３．地域の課題の分析」の裏付けは？⇒振興策のシーズ、種子の確認に役 

立つ。 

３． 成功している地域活性化事例に共通することは 

売り込み先、誘客先等、ニーズ、需要を明らかにした上で、小さく産んで大きく育て

る「リーン・スタート アップ（leanぜい肉がなく引き締まって痩せた）」である。 

住んでいる人が投資しリスクを担うことで真剣になる。 

大きな一つの施設であれもこれもではなく、小さな特化型の施設が集積して、結果的 

に多くの人が利用できる環境の実現、Ｎｏ１でなく Only１の追求が成功の基。 

 選択と集中。農で言えば六次産業化とともに半農半「Ｘ」。で身の丈に合ったキラリ 

と光る吉田地区に相応しい「Ｘ」は何か。 

売る量よりも利益率。等々、地域に根差し、地域特性を活かしながら地に足のついた 

検討をお願いしたい。 

外見よりも中味の充実を。 

４． 地域活性化、地元の実践者が知の先端 

吉田地区には、独創的な人、活動的な人、最近、地域活性化の若手学識者の言うトン 

ガッタ人が、頑張っていると感じてきたので、その知を尊重したい。 
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次期中間処理施設整備事業「地域振興策」に関する意見等

印西地区環境整備事業組合 

次期中間処理施設整備事業 

地域振興策検討委員会 委員長 福川 裕一 様 

意 見 

平成 27年 7月 21日提出 

委員名  渡邊 忠明  

第３回会議資料（案）に対する意見 

Ⅰ．全体印象 

１．農業振興に力点は評価。但し、専業は諸状況から課題が大きく、半農半×とならざる 

を得ないが、私も含め×のアイデア出しが不足。 

背景：吉田地区の基幹的産業であり、今後も継続、発展が吉田地区の活性化に必須。 

そもそも農業は古来、治山治水とともに国を治める（政治）の基本。農業の多面的環 

境保全機能にも近年、人々の注目と期待が。 

「2-7.8.9」は良い提案もっと練りたい。但し、7 は贈答に限らず、社員家族の消費も視

野に。 

社員の援農支援ボランティアは、企業の社会貢献の目に見え、分かりやすいジャンル

（見える化に効果）。加えて、一次産業体験はデスクワークの多い近年、額に汗し、その 

効果が目に見え、社員教育としても重視されている。 

埼玉県小川町でのさいたま市のリフォーム会社と農家の協働「むらの田んぼとまちの

食卓を結ぶ関係（大江正章著、岩波新書「地域に希望あり」）」、茨城県霞ケ浦のアサザプ

ロジェクト等成功事例多数。

Ⅱ．個別 

１．環境学習に食農教育・食育教育を加え、その振興策で「１．里地里山の保全・活用」 

「２．農業振興」、「３．産業振興」、「４．余暇・レジャー・健康増進」に寄与を。 

（１）そもそも「考える」「学習」等、知的好奇心を満足させる行為は、人間にとって

最高のレクリェーション（社会学・心理学等の識者の指摘。2005～2014の「レジャー

白書」でも 2013年追加の「読書」が４位相当、「動物園・・・・博物館」が５～１０位、 

アンケート調査でも「知識や教養を高めること」「好奇心を満たすこと」「自然に触れる
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こと」が上位にランク。電車内で読む新聞から二市一町市民の知的好奇心の高さ確信。 

（２）二市一町は、ＮＰＯ法人、任意団体を問わず、環境学習のボランティアが多数活

動し、何より、吉田地区は格好のフィールドを有し、元手をかけず着手できる。 

（３）環境学習は「歩く」ので、食事がしたくなる、汗を流したくなるので、食事提供

施設、温浴施設と結びつく。参加した帰りに地元産品を買って行く。 

（４）食農・食育教育は学より、実際に「食する」ことが大事。食事提供施設は必須。

（５）次期中間処理施設では、廃棄物３Ｒ・地球温暖化防止等の環境学習スペースも用

意されるであろうが、公共団体の公共施設であることから、里山の環境学習、食農・食

育教育にどこまで活用できるか課題となるが、可能な限りリンクできれば望ましい。 

（６）次期中間処理施設における環境学習も回数は少ないが、吉田地区に人が来て、消

費活動も期待できるので、（案）のメニューに追加。「４．余暇・レジャー・健康増進」

の「余暇」を「余暇の活用」とすれば落ち着きが良いのでは。 

（「地域振興策のイメージ図」も含めて。） 

２．クラインガルテンを練る。 

二市一町住民はマンション居住者が多く、土に飢えている。 

2005～2014「レジャー白書」でも「園芸・庭いじり」は 11位～13位で「安定して人

気があり、2008 の同書の「ニューレジャー市場」で貸し農園は 20 位。これも食と温浴

に結びつく。 

３．「５．スポーツ振興」 

5-7の屋外クライミングは興味を持ったが、基本的には、既存の西部地区公園と連携

し、その利用者を食と温浴に結びつける策が現実的では。 

４．箱ものは一カ所に集約し、コンパクト化し、運営を効率的に。 

3-1 の道の駅、3-6 の全国公募による外食店、4-1 サンセットスパ＆リゾート、3-8 小

規模多目的店舗、4-7④里山カフェ、7-7 環境ＮＰＯの事務所等は、最適な一カ所に集約

し、管理・運営を効率的に。 

５．7-8 環境図書館は、環境学習スペースとともに次期中間処理施設に一体的に設置する

ことが効果的。 

６．「１．里地里山の保全・活用」に下刈りの間伐等の具体的保全活動を希望する（あるい

は押し付けもありうる。）団体に場を提供する。 

７．「9-6地域振興策総合パッケージのキャッチコピー」の重要性。 

地域振興特産品を販売する場合、おしゃれなパッケージとネーミング、ロゴマークが

ポイントとなる。提案に加えロゴマークも考えたい。 
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８．泉ＣＣクラブハウスの二市一町市民の集まりへの活用。 

泉ＣＣクラブハウスの空いている場合は、二市一町市民のパーティ等会合に開放し、

料理は地元産品を積極的に使ったものを提供。 

Ⅲその他 

１．粗大ゴミ持ち込みのさらなる優遇、再利用品の持ち込み及び販売促進による二市一町

の方々の吉田地区来訪の促進。 

粗大ゴミを次期中間処理施設に直接持ち込みをさらに促進する。 

優遇策（料金割引を含め）を検討するとともに２Ｒ優先で再利用できるものの持ち込 

み、販売促進策を検討し、二市一町から来た人が吉田地区の特産品を買ったり、食事、

温浴をついでに楽しむ策も、ささやかな効果かもしれないが検討したいものである。 

Ⅳ参考 

１．「1-11鳥類の巣箱」 

1990年代以降、巣箱はシジュウカラ、コゲラ等、樹洞に営巣する種のみ繁殖を助け、 

他の鳥との営巣競争のバランスを懸念する識者が多数となり、巣箱を掛ける活動は控え

られている。この項、私の発言も含め削除が妥当。 
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次期中間処理施設整備事業「地域振興策」に関する意見等

印西地区環境整備事業組合 

次期中間処理施設整備事業 

地域振興策検討委員会 委員長 福川 裕一 宛て 

意 見 

平成  27年  8月  29日提出 

委員名 大谷芳末 

別添『よしだスコーラご提案』ご参照下さい。 
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次期中間処理施設整備事業「地域振興策」に関する意見等

印西地区環境整備事業組合 

次期中間処理施設整備事業 

地域振興策検討委員会 委員長 福川 裕一 宛て 

意 見 

平成  27年  9月  15日提出 

委員名 大谷芳末 

地域振興策 視察候補先の要望 

先の周辺住民意見交換会の中間報告を受けまして、吉田区検討委員会で審議した結果、関心

度の高い視察候補先を選びました。貴検討委員会の審議方向性にマッチング適いましたら、

吉田区として本案希望致しますので、上申致します。宜しくご検討お願いします。 

＜添付『地域振興策 視察候補のご提案』ご参照下さい＞ 

１． 今回上申視察候補先 

視察先候補 1  笠間クライガルテン 

視察先候補２  農林水産省 植物工場 千葉大学拠点 

２． 他の候補先（視察候補先３～７） 

検討をすすめるにあたり、必要と認められそうな第二弾視察候補として案を上げてい

ます。まだ優先度は考慮しておりません。 

３． その他 

集客施設としての先進性、排熱最大限利用、農業振興先進性、緑地空間の保全などな

ど検討するに際し、私達自身が情報 Update、学習すべき事項が多く、これらの観点

で２候補地を選びました。 
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次期中間処理施設整備事業「地域振興策」に関する意見等

印西地区環境整備事業組合 

次期中間処理施設整備事業 

地域振興策検討委員会 委員長 福川 裕一 様 

意 見 

平成２７年９月２５日提出 

委員名  渡邊 忠明  

Ｉ 全体 

今回の「地域振興策」では、農業振興も重要なポイント。しかしまだ、吉田 

区、松崎区の農業の実態把握とそれに基づく提案が全くない。さらなる真剣な

取り組みが必要。 

Ⅱ 個別案件 

Ｐ３「１」②中、リサイクルプラザは、世の中に定着した言葉故やむを得な 

いが、環境保全の理念としては、リサイクルよりリユース優先。当組合の新基

本計画でもそうなっている。よって、細かいが「リサイクル（リユース）品」

は、「リユース・リサイクル品」に修正。前回も指摘済。 

Ｐ９「１１」酒造は、米だけでなく良質な水・匠の技術が必要で、当地区で 

は困難。 

Ｐ３３「７９」②中「各種キノコ」は、「各種キノコ（特にシイタケ等里山保 

全のための間伐材の活用）」に修文。前回意見書の通り、里山保全に必須の間

伐で発生する木材を有効活用するシイタケ等キノコ栽培は、当地の振興策で象

徴的なものであるので。 

Ｐ３５「８３」ホタルについて、当委員会で疑問が呈されていたが、次の通

り問題なし。 

①ホタルの観賞は、懐中電灯を足下に照らし直接ホタルに光源を向けなけれ

ばホタルの交尾活動に支障なし。私の経験を踏まえ、ホタルの日本一の権

威、矢島稔氏にも確認済。

②幼虫の餌となるカワニナ、モノアラガイ（ヘイケボタルのみ）の増殖は、

タナゴの産卵床なるドブガイが生息することから問題なし。 （以上）
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次期中間処理施設整備事業「地域振興策」に関する意見等

印西地区環境整備事業組合 

次期中間処理施設整備事業 

地域振興策検討委員会 委員長 福川 裕一 宛て 

意 見 

平成  27年  10月  15日提出 

委員名 大谷芳末 

地域振興策 追加提案の検討願い 

吉田区検討委員会にてパッケージに含まれる個別地域振興策の具体化を審議した結果、派生

的に新アイデアが出ましたので、パッケージに追加頂きたく上申いたします。貴検討委員会

の審議方向性にマッチング適いましたら、吉田区として本案追加希望致します。宜しくご検

討お願いします。 

＜添付『追加地域振興策』ご参照下さい＞ 

１． 吉田ゲストハウス 

既に追加された「宿泊機能」に対し、24時間営業の困難さの懸念が指摘されました。

これに対し、旅館業法に縛られず、三市町市民の公益性Upを計った修正案です。 

２． 吉田マリーナ 

台地展開の「カヌー類置き場」案だと、利用者は台地から水辺に運ぶ不便性を解消で

きないかの派生案です。また、組合検討委でも印旛沼、新川の水辺環境を生かせない

かのお話しがたびたびありました。同時に市民の夢の創出に繋がります。 

３． オンデマンド交通システム 

吉田区独自運行の買い物バス利用住民の声を反映させました。現状は高齢でも健常者

が主に利用しています。近い将来、ふれあいバス延伸が実現すると、独自運行「買い

物バス」の中継ぎは役目を終えますが、今後ますます高齢化が進むと近隣バス停まで

も歩行困難者が増加すると思われます。外出先ニーズは買い物から医療機関などへ変

化すると思われ、ドアトゥドアで希望予約時間の外出ニーズが増すと思われます。 
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次期中間処理施設整備事業「地域振興策」に関する意見等

印西地区環境整備事業組合 

次期中間処理施設整備事業 

地域振興策検討委員会 委員長 福川 裕一 宛て 

意 見 

平成  27年  10月  22日提出 

委員名 大谷芳末 

エネルギーバランスについての質問と考察

先の施設検討委の『エネルギーバランス』審議抜粋参考資料－１につきまして、事前にわか

らないことの問い合わせと、一部考察を上申致します。できれば次回振興策にて追加説明ご

準備頂ければ幸いです。まにあわない場合は追ってのご開示でも結構です。 

宜しくお願いします。 

１． 参考資料－１、２項の（３） 

『自立運転の為２炉運転時にも買電をおこなわずに・・・』とありますが、１炉運転

時の方が買電可能性高いのに、わざわざ謳った主旨は何でしょうか？別の意図があり

ますか？ 

２． 発電電力は？（参考資料－１、３項） 

１炉運転時 39.4%(7.88GJ/h)が発電の場合、何 kwh発電が見込まれますか？ 

同様に２炉運転時 18.7%(9.75GJ/h)が発電の場合、何 kwh発電が見込まれますか？ 

また、１炉時 39.4%(7.88GJ/h)、２炉 18.7%(9.75GJ/h)の熱量配分はどの様に決めら

れたのでしょうか？２炉ならば、単純計算で 7.88GJ/h×2 とはならないのでしょう

か？ 

３． 初歩的な質問です。 

２炉運転時、焼却炉総熱エネルギー52.15GJ/hと解釈出来ますが、全量発電に回すべ

く発電機ハードウェアを設け、災害時はフル発電、平常時は 18.7%のみに絞って発電

するような使い方が出来ますか？ 

４． 補助ボイラーの考え方（参考資料－１、３項、表－１） 

『余熱利用施設側で補助ボイラー等の熱源確保が必要』とありますが、仮に台地の振

興策で複合施設が実現することを想定した場合、複合施設個々がバックアップ設備を

整えるのは、非効率、不経済が想定され、施設整備の大元でバックアップ施設を持ち、

複合個別施設にバックアップ熱供給する方が、合理的とおもわれます。ただし、この
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部分のランニングコスト事業スキームは別途考慮すべきでしょう。 

５． 年間稼働日数 

稼働日数の年間推移を時系列に典型例が想定できるなら、トレンドでお示し下さい。 

熱利用者側がその特性を理解しておく必要がありそうです。特に排熱利用事業者誘致

の場合は供給条件を示す必要がありそうです。 

注：排熱利用事業者想定の場合、バックアップは利用者側負担のコンセプトで良いと

思われます。 

６． 熱媒体４種の典型的温度？ 

低温水、温水、高温水、蒸気、四種の典型的な温度範囲を教えて下さい。 

熱利用者側がその特性を理解しておく必要がありそうです。 

以上、ご質問・考察を述べましたが、小規模施設の為、排熱総量、発電規模がそれ相応のエ

ネルギー量であることを理解しながら、地域振興策施設への寄与を含めて考えたいと思いま

す。

＜参考＞ 

１． １炉運転の場合の場外熱利用 14.7GJ/hは、現在地排熱利用の（株）千葉ニュータウ

ンが地域冷暖房で年間平均供給熱量 18GJ/hより下回る量です。

２． 日医大病院の年間平均使用電力は 2,300kwh（推定値）の規模です。 
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次期中間処理施設整備事業「地域振興策」に関する意見書

印西地区環境整備事業組合  

次期中間処理施設整備事業 

地域振興策検討委員会 委員長 福川 裕一 殿 

１．留意事項 

（１）提出のあったご意見は、直近の地域振興策検討委員会の会議に提出し、参考資料として活用させていた

だくほか、印西地区環境整備事業組合のホームページで公開させていただきますが、不当な圧力、個人や

特定の団体に対する誹謗中傷、財産・プライバシー・著作権の侵害及び営利目的等の記述が含まれる場合

は、当該提出及び公開をしません。

（２）匿名による意見提出が可能ですが、意見提出者（ご自身）の氏名等の公開を希望される場合は、提出年

月日及び下記欄の末尾に当該個人情報をご記入ください。

（３）意見書は、この様式によるものの他、この様式に準じた任意様式でも結構です。

（４）意見記入欄が不足する場合は、適宜、用紙を追加してください。

２．意見 

平成２７年１１月５日提出 

竹下建一 岡野三之 津島孝彦 

背景：次期中間処理施設整備事業施設整備基本計画検討委員会 10月委員会において、プラン

トメーカーへのアンケート結果に基づいてエネルギー回収率等が提示されている。また余

熱利用形態と必要熱量が提示されている。ここではエネルギー回収率を基に、余熱利用と

発電の関係について試算してみた。余熱利用は種々考えられ、地域振興策検討委員会でも

議論されているところである。ここに示す試算を基に定量的な議論を進めて頂きたい。試

算したケースは以下の３ケースである。

1) 回収エネルギーを全量発電した場合

2) 回収エネルギーのうち、一部を温水プールに利用した場合

3) 回収エネルギーのうち、14.86 GJ/hを外部に熱供給した場合

試算において、エネルギーバランスのベースになっている主要パラメータは以下の通りであ

る。 

- 施設規模：156 t/d (78 t/d x 2)

- 年間稼働日数（委員会資料表－1）

1炉運転 192日/年、2炉運転 166日/年、全停 7日/年

- 基準ゴミ低位発熱量：11,540 kJ/kg

また、エネルギー回収率、その他の条件は委員会資料等を基に以下のように仮定した。 

- 1炉運転時エネルギー回収率：28.0%

- 2炉運転時エネルギー回収率：32.3%

- 発電/熱の等価係数：0.46

- 所内電力消費量は１炉運転時 1,018 kW、２炉運転時 1,259 kWとした。（10月委員会資料

より推定）

- 売電単価は、再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT）の廃棄物発電で規定されて

いる調達価格 18.36円/ kWH（消費税込み）とした。

- またこのエネルギー回収率は以下のスタディーでは、発電と熱エネルギーとしての回収の

比に拘らず一定と仮定する。

これをベースに発電と熱エネルギー回収のケーススタディーをしてみる。 
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[１] 回収エネルギーを全量発電した場合

1) 1炉運転時の発電量

ごみの入熱は、11,540 (kJ/kg) x 78 t/d x 1,000 (kg/t) / 24 (h/d) = 37,505,000 kJ/h

回収熱量は回収率 28.0%とすると、

37,505,000 kJ/h x 0.28 = 1,0501,400 kJ/h

これに相当する発電量は、1,0501,400 kJ/h / 3,600 kJ/kwH = 2,917 kW

2) 2炉運転時の発電量

ごみの入熱は、11,540 (kJ/kg) x 156 t/d x 1,000 (kg/t) / 24 (h/d) = 75,010,000 kJ/h

回収熱量は回収率 32.3%とすると、

75,010,000 kJ/h x 0.323 = 24,228,230 kJ/h

これに相当する発電量は、24,228,230 kJ/h / 3,600 kJ/kwH = 6,730 kW

3) 所内必要電力

一方所内の必要電力量は委員会資料によれば、

1炉運転時は回収熱量の 34.9%、2炉運転時は回収熱量の 18.7%となっている。従い、

1炉運転時の所内電力は、37,505,000 (kJ/h) x 0.28 x 0.349/3,600 (kJ/kwH) = 1,018 kW

2炉運転時の所内電力は、75,010,000 (kJ/h) x 0.323 x 0.187/3,600 (kJ/kwH) = 1,259 kW

4) 年間売電量および売電価格

年間売電量= ((2,917 – 1,018) kw x 24 h/d x 192 d/y) + ((6,730 – 1,259) x 24 x 166 d/y) =

30,547,056 kWH/y

売電単価を 18.36円/kWHとすると、年間売電価格は 560.8百万円/Yearとなる。

[２] 回収エネルギーのうち、一部を温水プールに利用した場合

温水プール運営に必要な熱量は委員会資料表-２より、温水プール用、シャワー用、温水プ

ール管理等暖房を合わせて 3.19 GJ/h である。これを外部に供給した場合の発電量を求め

る。

1) 1炉運転時の発電量

X kWとすると、

(3600X + 3.19 x 1,000,000 (kJ/GJ) x 0.46) / 37,505,000 = 0.28

これより X = 2,509 kW

2) 2炉運転時の発電量

(3600X + 3.19 x 1,000,000 (kJ/GJ) x 0.46) / 75,010,000 = 0.323

これより X = 6,322 kW

3) 所内必要電力

全量発電時と同じく、1炉運転時の所内電力は 1,018 kW、2炉運転時の所内電力は 1,259

kWとする。

4) 年間売電量および売電価格

年間売電量= ((2,509 – 1,018) kw x 24 h/d x 192 d/y) + ((6,322 – 1,259) x 24 x 166 d/y) =

27,041,520 kWH/y

売電単価を 18.36円/kWHとすると、年間売電価格は 496.5百万円/Yearとなる。

[３] 外部に 14.86 GJ/hの熱を供給した場合

1) 1炉運転時の発電量

X kWとすると、
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(3600X + 14.86 x 1,000,000 (kJ/GJ) x 0.46) / 37,505,000 = 0.28 

これより X = 1,018kW 

2) 2炉運転時の発電量

(3600X + 14.86 x 1,000,000 (kJ/GJ) x 0.46) / 75,010,000 = 0.323

これより X = 4,831 kW

3) 所内必要電力

全量発電時と同じく、1 炉運転時の所内電力は 1,011 kW、2 炉運転時の所内電力は 1,259

kWとする。

4) 年間売電量および売電価格

年間売電量= ((1,018 – 1,018) kw x 24 h/d x 192 d/y) + ((4,831 – 1,259) x 24 x 166 d/y) =

14,230,848 kWH/y

売電単価を 18.36円/kWHとすると、年間売電価格は 261.3百万円/Yearとなる。

以上をまとめると、 

ケース[１] ケース[２] ケース[３]

全量発電 温水プールに熱供給 14.86GJ/h熱供給 

有効熱供給量 0 3.19GJ/h 14.86GJ/h 

１炉運転時発電量 2,917 kW 2,509 kW 1,018 kW 

２炉運転時発電量 6,730 kW 6,322 kW 4,831 kW 

年間売電量 30,547,056 kWH/Y 27,041,520 kWH/Y 14,230,848 kWH/Y 

年間売電価格 560.8百万円/Y 496.5 百万円/Y 261.3 百万円/Y 

以上、外部への熱供給と売電収入の関係を試算した。詳細にみれば仮定が大胆な所があるが、

大まかな指標にはなると思う。この試算結果を踏まえてどういう地域振興策が考えられるかの

一助として欲しい。 

（参考）：発電と熱回収の制御方法 

次図はボイラでごみ焼却排熱を回収してスチームを発生し、抽気復水タービンを設置した場合

の熱回収システムである。発電はこの抽気復水タービンによりなされる。一方、熱供給は抽気

復水タービンの抽気（⑪）部分のスチームを利用して、場内および場外（⑬）へ熱が供給され

る。この抽気スチームは抽気されるまではタービンを通って発電も行うため、効率のよい、い

わばコージェネレーション（熱電併給）である。熱供給量は、その施設が決まればほぼ一定と

思われ、１炉運転、2炉運転時も変わらないようにする制御になる。2炉運転で余計に回収さ

れたスチームはタービンの復水部分を通過し（⑩）、発電量が多くなる。また余熱利用施設が

稼働していない時は、抽気量をゼロにし全スチーム量をタービンの復水側に持って行くか、蒸

気復水器（⑭）で有効利用せずに復水に戻せばよい。以上柔軟な対応が可能である。 

（添付）：施設整備検討委員会 10月委員会資料 表－2 熱回収形態と必要熱量 
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次期中間処理施設整備事業「地域振興策」に関する意見等

印西地区環境整備事業組合 

次期中間処理施設整備事業 

地域振興策検討委員会 委員長 福川 裕一 宛て 

意 見 

平成  27年  11月  19日提出 

委員名 大谷芳末 

エネルギーバランスの提案

先に行われた施設整備検討委で、『ごみの持つエネルギーを最大限活用し地域へのエネルギ

ー供給』を目的とした、エネルギーバランスについての審議がありました。 

本書は、排熱エネルギーを有効利用する利用者側の立場から考えたエネルギーバランスを提

案するものです。 

施設整備側のハードウェアプランと密接な関係にありますので、施設整備検討委に対して提

言・活用されることを望みます。 

＜提案の要旨＞ 

１． バックアップによる熱補給 

先の施設整備検討委で、27.7GJ/h のバックアッププランが示されました。２炉運転

時の最大排出エネルギーをバックアップするプランで、過大な設備投資、追加燃料消

費でランニングコスト増となると思われます。 

本書は、その必要はなく、１炉運転時の 14.7GJ/h を通年利用可エネルギーとし、

27.7GJ/hは不定期排出エネルギーととらえ、個別に利用価値を高める提案です。 

よって、バックアップは全炉停止時、及び不測の故障時の備えた通年利用分 14.7GJ/h

で良く、初期設備費はかかるものの、平常時は稼働の必要がなく、ランニングコスト

はほとんどかからないプランです。 

また、防災拠点化構想に対して、この 14.7GJ/hのバックアップは燃料ゴミが枯渇し

た場合でも、発電や冷暖房の有効利用が可能です。 

２． 発電機の規模に対する提言 

本書は、発電機規模を２炉運転時排出エネルギー52GJ/h の全量発電出来る規模の設

備を推奨しています。その理由は、 

１） 通年利用地域振興施設の夜間エネルギー需要は減じると考えられる。

２） 不定期排出エネルギーの用途は、誘致排熱利用事業者との合意依存や、蓄熱

技術の実用化待ち、オフライン輸送の採算性、不定期でも受け入れる需要顧

客の開拓などに中期的時間を要すると思われる。

３） 今後 EVカーの加速的実用化と共に、蓄電、蓄熱の実用化も進むと考えられ

るが、まだ中期的時間を要すると思われる。
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４） 防災拠点化構想で、電気にすることが一番利用価値と供給の容易さが計れる

と思われる。インフラ被害なければ外部供給できるし、そこそこ普及した

EV避難車両での供給、蓄電池など被災地へのオフライン供給が可能。

５） 平時でも余剰エネルギーが昼夜、季節・気候変動で発生すると思われ、発電

余剰電力は、組合の売電収入となる。

以上 
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次期中間処理施設整備事業「地域振興策」に関する意見等

印西地区環境整備事業組合 

次期中間処理施設整備事業 

地域振興策検討委員会 委員長 福川 裕一 様 

意 見 

平成２７年１１月２６日提出 

委員名 渡邊 忠明 

松崎地区から「次期中間処理施設整備事業」両委員会への速やかな 

参加のお願い 

１．本論に先立ち事務局への注意喚起 

 ９月５日開催の建設候補地周辺住民意見交換会全文会議録は、１１月１１

日付け発出で、早くに頂いておれば、標記の提案を９月の委員会に行うこと

ができました。事務局が多忙なことは十分理解しておりますが、重要な情報

の速やかな提供に努めて下さい。 

２．松崎地区の皆様には、速やかに「次期中間処理施設整備事業」両委員会に

委員を派遣頂き、委員会において反対意見、疑問、地元の要望を率直にご発

言頂き、その上で改めて松崎地区の当該事業に係るご意見をまとめられるこ

とが、地区にとっても稔り多く、私達委員もより適切な発言が可能となると

拝察致します。その結果、両委員会の答申もより的確に関係住民の意見が反

映された適切なものとなると確信します。 

 そもそも、次期中間処理施設の用地選定過程は、中間処理施設のみならず、

民間も含め、あらゆる施設選定において、次に述べるようにこれほど丁寧に

住民意見を尊重したものはないと言って良いのではないでしょうか。 

  なお、用地選定に係る委員会は、多様な価値感、立場の委員の間で多面的、

多角的な意見が交わされ、想定より時間を要し、「結論が遅い」との外部の

ご意見もありました。 
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（１）委員は学識経験者のみならず、関係二市一町の多様な価値感を持ち、多

様な社会経験を有する住民が公募で多数参加したこと。 

（２）委員会の審議過程は、事務局提出資料も含め、すべての情報が公開され、 

委員以外の住民も、疑問の提示、意見の開陳は何時でも何の障害もなくさ 

れ、その内容は、委員全員が共有したこと。 

（３）応募のあった候補地の比較評価は、募集条件を満たしているか確認した

１次審査の後、２段階（２次審査・３次審査）に区分され、環境影響、日 

常生活・社会活動への影響、建設コスト・維持管理コストによる住民負担、 

何より候補地周辺住民の理解度及び協力の見込みなど考えうるすべての 

観点を網羅し、全員参加で評価したこと。特に、住民の理解度及び協力の 

見込みは、学識経験者と公募住民のバランスをとりつつ委員が手分けを 

し、周辺住民の皆様の率直な意見をお聞きし、住民の皆様が意見を述べや 

すいよう委員の人数は絞ったため、不参加の委員は、意見をお聞きする様 

子は DVD等のリアル感のある記録を見て評価するという画期的手法も活 

用されました。 

吉田地区の評価に当たっては、松崎地区の反対の強い意見は、各委員が 

的確に評価に反映したと存じます。少なくとも私は厳密に取り入れまし 

た。 

なお、両委員会の参加を固辞されるほどの強い拒否のご意向であれば、 

用地選定の委員会にご意見をお寄せ頂だければ、順位が賛わったかどうか 

は断言はできませんが、各委員は、その重みは斟酌されたはずです。 

なお、私は、環境庁発足前の昭和４４年から環境行政に国、道県、本州 

四国連絡橋公団なる事業者と、いろいろな立場で携って参りました。行政 

が民意を問うこと等、考えられない時代から、関係住民、公害被害者との 

対話を尊重して参りました。また、全環境庁労働組合執行委員長として、 

公害被害者との対話を回避する国務大臣環境庁長官に自分の栄達は求めず 

抗議声明を数回公表（当然、マスメディアは報道）して参りました。かか 

る経験から今回の用地選定において住民意見の反映は、私は上記の通り評 

価致します。 

（４）（１）～（３）を踏まえ、各市・町議員からなる組合議会の議決を得て 

設置された用地選定に係る委員会の答申がなされ、各市・町の首長からな 

る管理者により候補地は決定されました。このように、通常の民主主義の 

ルール以上に丁寧な手続きにより選定された候補地、吉田地区に係る両委

員会への参加をいただけない、つまり第三者に分かりやすい理由がない状

況、状態で参加を固辞されることは、単に私のみではなく、二市一町住民

に広く理解されるものではないのではと危惧申し上げますことも合わせ
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て、松崎地区の皆様にはご賢察頂きたいとお願い申し上げます。 

 なお、用地選定に係る委員会では公募住民の委員も含め、審議開始の早 

い段階から、「廃棄物中間処理施設は、クリーンな（無公害の）エネルギー 

源ともなる安全安心な都市施設」であるとの認識が共有され、議論が進め 

られたこともご勘案頂きたく存じます。 

是非、松崎地区からの速やかな委員の選出を願うものです。 

３．学識委員への要望 

 学識委員におかれましては、２．（１）～（３）の経過を再度ご確認の上、

中立公平な立場から松崎地区住民と事務局による意見交換の間に入って頂

き、大所高所からの仲介役をお願い致したく存じます。 
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次期中間処理施設整備事業「地域振興策」に関する意見書

印西地区環境整備事業組合  

次期中間処理施設整備事業 

地域振興策検討委員会 委員長 福川 裕一 殿 

１．留意事項 

（１）提出のあったご意見は、直近の地域振興策検討委員会の会議に提出し、参考資料として活用させていた

だくほか、印西地区環境整備事業組合のホームページで公開させていただきますが、不当な圧力、個人や

特定の団体に対する誹謗中傷、財産・プライバシー・著作権の侵害及び営利目的等の記述が含まれる場合

は、当該提出及び公開をしません。

（２）匿名による意見提出が可能ですが、意見提出者（ご自身）の氏名等の公開を希望される場合は、提出年

月日及び下記欄の末尾に当該個人情報をご記入ください。

（３）意見書は、この様式によるものの他、この様式に準じた任意様式でも結構です。

（４）意見記入欄が不足する場合は、適宜、用紙を追加してください。

２．意見 

平成２７年１１月２７日提出 

竹下建一 岡野三之 津島孝彦 

11 月 5 日付けの前回意見書では、発電または熱エネルギーとしての回収の比に拘らずエネ
ルギー回収率を一定としていたが、11月 15日の委員会においてエネルギーの回収形態によ
るエネルギー効率が提示されたので、それに基づき意見書を修正した。修正箇所は斜体にし
ている。 

背景：次期中間処理施設整備事業施設整備基本計画検討委員会 10月委員会において、プラン

トメーカーへのアンケート結果に基づいてエネルギー回収率等が提示されている。また余

熱利用形態と必要熱量が提示されている。ここではエネルギー回収率を基に、余熱利用と

発電の関係について試算してみた。余熱利用は種々考えられ、地域振興策検討委員会でも

議論されているところである。ここに示す試算を基に定量的な議論を進めて頂きたい。試

算したケースは以下の３ケースである。

1) 回収エネルギーを全量発電した場合

2) 回収エネルギーのうち、一部を温水プールに利用した場合

3) 回収エネルギーのうち、14.86 GJ/hを外部に熱供給した場合

試算において、エネルギーバランスのベースになっている主要パラメータは以下の通りであ

る。 

- 施設規模：156 t/d (78 t/d x 2)

- 年間稼働日数（委員会資料表－1）

1炉運転 192日/年、2炉運転 166日/年、全停 7日/年

- 基準ゴミ低位発熱量：11,540 kJ/kg

- エネルギー回収率および回収量は 11月委員会の資料を基に以下のように仮定した。 

１炉運転時、2 炉運転時とも発電または外部へのエネルギー供給の比に拘らずスチーム回
収量はそれぞれ同じであるが、スチームタービン発電機で発電が増えると抽気量が減り復
水量が増えるため、発電が増えると全体のエネルギー効率は悪くなる。即ち、復水が増え
るということは大気中への放散熱量が増えるからである。 
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入熱量 

エネルギー回収量（エネルギー回収率） 

外部熱供給 0 
（発電最大） 

外 部 熱 供 給
3.19GJ/h 

外 部 熱 供 給
14.86GJ/h 

外 部 熱 供 給
42.4GJ/h 

１炉運転 37.5GJ/h 6.7GJ/h (*) 
(17.9%) 

7.5GJ/h 
(20.1%) 

10.5GJ/h (*) 
(28.0%) 

NA 

２炉運転 75.0GJ/h 15.5GJ/h(*) 
(20.7%) 

16.2GJ/h 
(21.6%) 

18.6GJ/h 
(24.8%) 

24.2GJ/h (*) 
(32.3%) 

（注）発電最大と外部熱供給最大のエネルギー回収量（回収率）は委員会資料より。(* 印箇所) 

中間の数字は比例として内挿した。（計算上、若干の違いはあり） 

- 発電/熱の等価係数：0.46

- 所内電力消費量は以下とした。（10月委員会資料より推定）

1 炉運転時は外部熱供給 14,86GJ/h 時の回収エネルギー量の 34.9%、2 炉運転時は外部熱
供給 42.4GJ/h時回収エネルギー量の 18.7%となっている。従い、 

1炉運転時の所内電力は、37,505,000 (kJ/h) x 0.28 x 0.349/3,600 (kJ/kWH) = 1,018 kW

2炉運転時の所内電力は、75,010,000 (kJ/h) x 0.323 x 0.187/3,600 (kJ/kWH) = 1,259 kW

- 売電単価は、再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT）の廃棄物発電で規定されて

いる調達価格 18.36円/ kWH（消費税込み）とした。

これをベースに発電と熱エネルギー回収のケーススタディーをしてみる。 

[１] 回収エネルギーを全量発電した場合

1) 1炉運転時の発電量

ごみの入熱は、11,540 (kJ/kg) x 78 t/d x 1,000 (kg/t) / 24 (h/d) = 37,505,000 kJ/h

回収熱量は回収率 17.9 %とすると、

37,505,000 kJ/h x 0.179 = 6,713,000 kJ/h

これに相当する発電量は、6,713,000 kJ/h / 3,600 kJ/kwH = 1,865 kW 

2) 2炉運転時の発電量

ごみの入熱は、11,540 (kJ/kg) x 156 t/d x 1,000 (kg/t) / 24 (h/d) = 75,010,000 kJ/h

回収熱量は回収率 20.7 %とすると、

75,010,000 kJ/h x 0.207 = 15,527,000 kJ/h

これに相当する発電量は、15,527,000 kJ/h / 3,600 kJ/kwH = 4,313 kW 

3) 所内必要電力

1炉運転時：1,018 kW

2炉運転時：1,259 kW

4) 年間売電量および売電価格

年間売電量= ((1,865 – 1,018) kw x 24 h/d x 192 d/y) + ((4,313 – 1,259) x 24 x 166 d/y) =

16,070,000 kWH/y

売電単価を 18.36円/kWHとすると、年間売電価格は 295.0百万円/Yearとなる。

[２] 回収エネルギーのうち、一部を温水プールに利用した場合

温水プール運営に必要な熱量は委員会資料表-２より、温水プール用、シャワー用、温水プ

ール管理等暖房を合わせて 3.19 GJ/h である。これを外部に供給した場合の発電量を求め

る。
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1) 1炉運転時の発電量

X kWとすると、

(3600X + 3.19 x 1,000,000 (kJ/GJ) x 0.46) / 37,505,000 = 0.201 

これより X = 1,686 kW

2) 2炉運転時の発電量

(3600X + 3.19 x 1,000,000 (kJ/GJ) x 0.46) / 75,010,000 = 0.216 

これより X = 4,093 kW

3) 所内必要電力

全量発電時と同じく、1炉運転時の所内電力は 1,018 kW、2炉運転時の所内電力は 1,259

kWとする。

4) 年間売電量および売電価格

年間売電量= ((1,686 – 1,018) kw x 24 h/d x 192 d/y) + ((4,093 – 1,259) x 24 x 166 d/y) =

14,369,000 kWH/y

売電単価を 18.36円/kWHとすると、年間売電価格は 263.8百万円/Yearとなる。

[３] 外部に 14.86 GJ/hの熱を供給した場合

1) 1炉運転時の発電量

X kWとすると、

(3600X + 14.86 x 1,000,000 (kJ/GJ) x 0.46) / 37,505,000 = 0.28

これより X = 1,018kW

2) 2炉運転時の発電量

(3600X + 14.86 x 1,000,000 (kJ/GJ) x 0.46) / 75,010,000 = 0.248 

これより X = 3,269 kW

3) 所内必要電力

全量発電時と同じく、1炉運転時の所内電力は 1,018 kW、2炉運転時の所内電力は 1,259

kWとする。

4) 年間売電量および売電価格

年間売電量= ((1,018 – 1,018) kw x 24 h/d x 192 d/y) + ((3,269 – 1,259) x 24 x 166 d/y) =

8,008,000 kWH/y

売電単価を 18.36円/kWHとすると、年間売電価格は 147.0百万円/Yearとなる。

以上をまとめると、 

ケース[１] ケース[２] ケース[３]

全量発電 温水プールに熱供給 14.86GJ/h熱供給 

有効熱供給量 0 3.19GJ/h 14.86GJ/h 

１炉運転時発電量 1,865 kW 1,686 kW 1,018 kW 

２炉運転時発電量 4,313 kW 4,093 kW 3,069 kW 

年間売電量 16,070,000 kWH/Y 14,369,000 kWH/Y 8,008,000 kWH/Y 

年間売電価格 295.0百万円/Y 263.8百万円/Y 147.0 百万円/Y 

以上、外部への熱供給と売電収入の関係を試算した。詳細にみれば仮定が大胆な所があるが、

大まかな指標にはなると思う。この試算結果を踏まえてどういう地域振興策が考えられるかの

一助として欲しい。 
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（参考）：発電と熱回収の制御方法 

次図はボイラでごみ焼却排熱を回収してスチームを発生し、抽気復水タービンを設置した場合

の熱回収システムである。発電はこの抽気復水タービンによりなされる。一方、熱供給は抽気

復水タービンの抽気（⑪）部分のスチームを利用して、場内および場外（⑬）へ熱が供給され

る。この抽気スチームは抽気されるまではタービンを通って発電も行うため、効率のよい、い

わばコージェネレーション（熱電併給）である。熱供給量は、その施設が決まればほぼ一定と

思われ、１炉運転、2炉運転時も変わらないようにする制御になる。2炉運転で余計に回収さ

れたスチームはタービンの復水部分を通過し（⑩）、発電量が多くなる。また余熱利用施設が

稼働していない時は、抽気量をゼロにし全スチーム量をタービンの復水側に持って行くか、蒸

気復水器（⑭）で有効利用せずに復水に戻せばよい。以上柔軟な対応が可能である。 

（添付）：施設整備検討委員会 10月委員会資料 表－2 熱回収形態と必要熱量 
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